












表　保育を必要とする児童数等が那覇市と同規模の自治体における取扱状況 令和３年３月現在

住民票上の世帯 生活実態 (左記の確認方法) 住民票上の世帯 生活実態 (左記の算定方法)

沖縄県
那覇市

19,617人 64か所 6,801人 153人 10,717人 20人 〇 ー

①住民基本台帳
ネットワークシス
テム
②看護・介護申立
書等の提出

〇 ー
同一世帯に保護者よ
り収入が高い祖父母
がいる場合、祖父母
の税額を合算

○

香川県
A市

20,995人 75か所 8,733人 59人 18,755人 16人
生計を維持している
祖父母等の税額を合
算

○

滋賀県
B市

18,001人 65か所 6,780人 4人 12,233人 14人
児童と生計同一関係
にある家計の主計者
の税額を合算

○

大阪府
C市

18,630人 53か所 6,538人 0人 14,284人 21人

祖父母と同居してい
る場合、祖父母の税
額を合算する場合も
あり。

○

兵庫県
D市

19,830人 76か所 6,287人 236人 19,062人 21人
同居親族のうち、家
計の主宰者の税額を
合算

○

東京都
E市

19,535人 67か所 6,169人 130人 15,801人 18人

児童を経済的に養育
し、生計を維持する
上で中心となる者の
税額を合算

ー

（注）1　以下の資料を基に当事務所が作成した。
０～5歳人口：総務省国勢調査（2015年度）
保育所等数及び保育所等在所児数：厚生労働省社会福祉施設等調査（2017年度）
　※保育所等数及び保育所等在所児数には、「幼保連携型認定こども園」及び「保育所型認定こども園」の値を含めて計上している。
待機児童数：厚生労働省保育所等関連状況取りまとめ（2019年4月1日時点）
要介護認定者数：独立行政法人福祉医療機構要介護認定者数（2020年11月時点）

　　　2　審査体制、保育を必要とする事由の「同居」の判断及び保育料の算定の単位は、当事務所の調査結果による。
　　　3　「ー」は該当がないことを示す。

審査体制
（審査期間：
１か月）

保育を必要とする事由の「同居」の判断 （参考）保育料の算定の単位 （参考）
中核市

ー ○
①面談又は電話に
よるヒアリング
②看護・介護申立
書等の提出

ー ○

要介護認定者数自治体名 ０~5歳児数 保育所等数
保育所等
在所児数

待機児童数


